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ライセンス体系の整理と出荷時期の同期
管理コストの削減に向けて

TCOの中にどういう種類のコストが含まれているのかは必ずしも明確ではないのだが、

ソフトウェアのライセンス体系の複雑さや、サイクルがまちまちなアップデートが

コストアップ要因になっていることは間違いないだろう。

サンの「Sun Java Systems」は、

この問題に対するソフトウェア提供側からの解決案である。

第3部　　SunのLow Cost Computing

Sun Java Systemへの取り組み

サン・マイクロシステムズ（サン）は、10月

21日に国内での「Sun Java System」

（コード名でProject Orionと呼ばれて

いたもの）の展開について発表した。

Sun Java Systemの概要を簡単に表

現すると、ミドルウェア群のライセンス体

系を単純化し、従業員数に基づくシンプ

ルな課金を行なうことで、ライセンス管理

にかかる手間とライセンスコストそのも

のを大幅に削減しようとするものだ。あ

る意味では、ミドルウェアソフト群の大幅

ディスカウントと言えないこともない。

Sun Java Systemには、パッケージ

として「 Java Enterprise System」

「 Java Desktop System」「 Java

Mobility System」「 Java Card

System」「Java Studio」「N1」の各種

が用意されており、それぞれ複数のソ

フトウェアが含まれている。ただ、実際

の提供形態をみると、中核となるのは

Java Enterprise System（JES）で、

他のパッケージはJESに追加するオプ

ションパッケージと言ってしまって差し

支えないようだ。

JESは、企業の基本的なネットワーク

サービスやアプリケーション構築の際

の基盤となるミドルウェア群を1つのパ

ッケージにまとめて提供し、かつ従来

様々な基準に基づいて設定されてい

たライセンス体系を企業の従業員数に

基づくものに一本化し、従業員1人あた

り年間1万1,000円という価格で提供す

る。JESにはWebベースのアプリケー

ションを展開するために必要となる基

本的なソフトウェアに加え、サポートも

含まれているため、JESの導入だけで

企業システムのインフラ部分が構築で

きることになる。

さらに、1パッケージ化したことに伴

い、各ソフトウェアのリリースタイミング

も統一される。従来は製品ごとにまち

まちなタイミングでアップデートが行な

われていたが、JESでは四半期に1回

のリリースが予定されており、各種の図1：サンのソフトウェア・プラットフォーム
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ミドルウェアが一斉に歩調を揃えてバ

ージョンアップされる。しかも、出荷前

にあらかじめ互換性検証が済まされて

いるため、システムを導入するユーザ

ー側で改めて互換性検証を行なう負

担は生じない。

つまり、JESでは「ライセンス体系の

単純化」「ライセンスコスト自体の低価

格化」「アップデートに関する作業負荷

の低減」の3つの改良を同時に実現す

ることで、ユーザー企業のTCO削減に

大きく寄与するものとなっている。

各パッケージの内容

まずは、JESの内容をより細かく見て

いこう。JESがカバーする領域は「ネッ

トワークアイデンティティ・サービス」

「Web＆アプリケーション・サービス」

「ポータル・サービス」「コミュニケーシ

ョン＆コラボレーション・サービス」「高

可用性サービス」「セキュリティ・サービ

ス」となっている。実際には、それぞれ

の機能を具体的に実現するソフトウェ

アがパッケージ化されていると言うこ

とになる。ソフトウェア製品レベルでの

リストは、リスト1を参照してほしい。

また、JESには標準で9:00～17:30の

間の対応となる「スタンダード・サポー

ト」が含まれる。さらに、24時間365日

対応のプレミアム・サポートを希望する

場合は、JESのライセンス料が従業員1

人あたり年額1万2,000円となる。さら

に、ソフトウェアとマニュアルが収録さ

れたメディアキット（DVD-ROMまたは

CD-ROM）は1万円だ。

「Java Desktop System」（JDS）

は、クライアント向けのデスクトップ用

ソフトウェアを統合したパッケージで、

内容としてはコードネームでProject

Mad Hatterとして紹介されていたも

のだ。LinuxまたはSolarisをプラットフ

ォームとして動作する各種デスクトップ

ソフトウェアをパッケージ化したもので、

Microsoft Officeとの互換性を確保し

たオフィスアプリケーションスイートStar

Suiteを中核に、Webブラウザや電子

メールクライアントなど、企業内クライ

アントに必要となるソフトウェアが多数

含まれる（リスト2参照）。

JES以外のパッケージについては、

まだ詳細な価格等が発表されていな

いのでその内容も流動的な部分もあ

ると思われるが、ライセンスに関して

は、JDSについては「デスクトップ1台

あたりの年額」を基本とし、JESと組み

合わせて導入する場合には従業員1人

あたりの年額となるとされている。

「Java Mobility System」（JMS）

は、Java対応のモバイルデバイスをサ

ポートするためのプラットフォームだ。

「Java Card Systems」（JCS）は、

Java Cardを利用するためのサポート

ソフトウェア群で、ユーザー認証のた

めのデバイスとしてJava Cardを企業

システム内部で利用する際に必要とな

るソフトウェアが含まれる。

Sun Java Enterprise System 

ネットワークアイデンティティ・サービス 

Directory Server 

Identity Server 

Directory Proxy Server 

Meta-Directory Server 

Web＆アプリケーション・サービス 

"Application Server, Platform Edition" 

"Application Server, Standard Edition" 

"Application Server, Enterprise Edition" 

"Message Queue, Enterprise Edition" 

Web Server 

Active Server Pages 

Integration Server 

Web Proxy Server 

コミュニケーション＆コラボレーション・サービス 

Messaging Server 

Calendar Server 

Instant Messaging 

ポータル・サービス 

Portal Server 

"Portal Server, Secure Remote Access" 

"Portal Server, Mobile Access" 

高可用性サービス 

Sun Cluster

リスト1：JESの内容

時間 

作業負荷 

使用するソフトウェアのバージョンアップのタイミングが異なっているため、作業
感覚が予定できないことや、バージョン間の互換性検証のための負荷が増大
するなどの問題が生じる。 

図2：分散したリリースタイミング



きることはまずない。

企業システムにおいて、担当者が最

もおそれるのはシステムダウンだろう。

さらに、データ破壊等が発生すると多

大な労力を無駄にすることになる。問

題なく正常に稼働しているシステムに

変更を加えると、正常に稼働しなくな

る危険があるため、やはりあらかじめ

変更が致命的な結果に繋がらないこ

とを検証してからでないと、業務で利

用中のシステムに新しいソフトウェアを

インストールすることはできないのが普

通だ。さらに、バージョン間の組み合

わせ問題も発生する。使用しているミ

ドルウェアが相互に異なるタイミングで

バージョンアップするので、ソフトウェ

アベンダーにとっても他社製ソフトウェ

アとの組み合わせで問題がないことを

保証するのは困難だ。実際には、ユー

ザーが互換性検証を行なって正常に

動作することを確認するほかない。シ

ステム構築に数種～数十種のミドルウ

ェアを利用しているとすると、どれかが

バージョンアップするたびに他のすべ

てのソフトウェアとの互換性を検証する

必要があるかもしれない。そして、各

ソフトウェアが順次バージョンアップし

ていったりすれば、担当者は一年中ず

っとバージョンアップのための互換性

検証に追われ続けるという事態にもな

りかねないだろう。もちろん、多くの企

業はそうした負担をこれまで続けてき

たわけではない。新しいバージョンの

ソフトウェアには機能強化やセキュリテ

ィフィックスなどが含まれ、導入するメ

がもっとも基本となるミドルウェア群を

一通り含んでいるのに対し、そのほか

のパッケージはそれぞれ特定の明確な

用途のために用意されているものなの

で、やはりJESが基本であることは明ら

かだ。

リリースタイミングの同期

ソフトウェアのリリースタイミングがま

ちまちであることは、企業システムの運

用コストを引き上げる要因にもなって

いる。単純にアップデート作業に費や

される労力だけならそれほどの負担に

はならないはずだが、実際には企業シ

ステムにリリースされたソフトウェアを

そのまま単にインストールしてよしとで

「Sun Java Studio」は、よく似た名

称の開発ツールがあることからちょっと

混乱しそうになるが、Java Enterprise

Systemに対応した開発者用の統合ツ

ールセットと位置づけられている。

最後に、「N1プラットフォーム」は、ユ

ーティリティ・コンピューティングを実現す

るためのサンの取り組みで、現状では

名称からも明らかなとおり、Sun Java

Systemの一部と言うよりは、独立性を

保った形でSun Java Systemのソフ

トウェアスタックを支えるプラットフォー

ムのテクノロジとなっている。現時点で

販売開始されているのはJESだけであ

り、その他のパッケージの詳細はいず

れ正式に販売が開始されるタイミングで

順次明らかになるだろう。ただし、JES
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時間 

作業負荷 

時間 

作業負荷 

ソフトウェアのバージョンアップを毎回実施する場合は、ベンダー側のサポート
も充実しているため、最小限の負荷で実施できるが、数回おきにバージョンアッ
プを実施するとなると、作業負荷が増大してしまい、許容できる負荷量を超えて
しまうこともある。 

図3：バージョンアップをとばすリスク



リットは確かに存在するのは間違いな

いが、新バージョン購入に伴って発生

するライセンス料負担や、互換性検証

を行なって導入作業を行なうことで生

じる作業負担等を考慮し、導入するか

どうかを慎重に決定しているのが実情

で、現実にはよほどのことがない限り、

バージョンアップの度に毎回アップデー

トを行なう方がむしろ稀だろう。多く

のユーザーは、変更の必要のないシス

テムは、いったん安定したらそのまま

変更せずに使い続け、最小限の変更

だけで可能な限り長期間運用したいと

考えているようにも感じられる。

この点について、サンの山本恭典氏

は、「半年や1年といった期間であれば

変更不要というものも多いでしょうけ

ど、2年後、3年後にそのままで問題な

いというアプリケーションはまずないは

ずです。たとえば、Auto-IDが普及し

たらどう対応するか、VBからWeb

Serviceへの移行にどう対応するか、な

ど、少なくとも2年も経てば主要なテク

ノロジーには変化が起こっています。

それに追従していくためには、やはり

システムのアップデートは避けられませ

ん」と語る。そして、ユーザーがシステ

ム変更に対して消極的になっているよ

うに見えることについては、「実は、お

客さんの側では『変えなくてはいけな

い』ことをちゃんと理解しています。で

も、変えることのメリットと、変更作業

の際に生じるトラブルのリスクを比較

して、変更に慎重になっているわけで

す。そこでサンができることは、組み合

わせに起因するトラブルをあらかじめ

潰しておくこと、ユーザーアプリケーシ

ョンを含めたコンサルティングの提供、

SIとの緊密なパートナーシップの実現、

そして何よりオープンスタンダードに基

づく製品の提供、といったことになるの

です」と言う。

Sun Java Systemの目的の1つに、

使用するすべてのミドルウェアをまとめ

てパッケージ化することで、個別のア

ップデートの負担をなくし、かつあらか

じめ検証済みの“製品”として提供する

ことにあるのは明らかだ。しかし、ユ

ーザーの立場に立ってみると、JESに

含まれるミドルウェア製品間の互換性

が保証されていたとしても、その上で

動作するアプリケーションソフトウェア

との互換性については、やはり検証の

手間はなくならないと考えるはずだ。

この点について、サンの増月孝信氏

は、「サンとして、以前から『ポータビリ

ティの高いテクノロジーをお使いくださ

い』とお伝えしています。具体的には、

JavaやXML、Web Serviceといった

インターネット標準への準拠です。こう

した技術でアプリケーションが作られ
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Sun Java Mobility System 

データ・サービス・プラットフォーム 

J2MEテクノロジ 

ネットワークアイデンティティ・サービス 

Java Security 

データ・サービス・デリバリ 

コンテンツ・デリバリ・サービス 

ポータル・サービス 

共通項 

シェアード・アーキテクチャ 

オープン・スタンダード・テクノロジ 

シングル・インストール 

シングル・サインオン 

システムとしてのアップグレード 

共通したLook＆Feel 

デバイスサポート 

携帯電話 

PDA 

マルチメディア機器 

バーティカルマーケット機材 

OEM製品 

Sun Java Card System 

セキュア・カード・サービス 

Java Cardテクノロジ 

Java Card API 

ネットワークアイデンティティ・サービス 

共通項 

オープン・スタンダード・テクノロジ 

シングル・インストール 

シングル・サインオン 

システムとしてのアップグレード 

共通したLook＆Feel 

デバイスサポート 

デスクトップおよびラップトップのカード・リーダ 

Sun Ray Appliance対応 

磁気カードリーダ 

リスト3：JMSの内容 リスト4：JCSの内容

Sun Java Desktop System 

コミュニケーション＆コラボレーションツール類 

Mozilla 

Evolution EメールとPIM 

GAIMインスタント・メッセンジャー 

業務ツール類 

StarSuite 

プロジェクト・マネージャ 

Adobe Reader 

セキュリティ・サービス 

アンチ・ウィルス・ソフトウェア 

Java Cardアイデンティティ・サービス 

シングル・サインオン 

セキュアOS 

VPN対応 

マルチメディア・ツール類 

Macromediaフラッシュ 

RealNetworks RealONE 

互換性 

Microsoft Officeドキュメントの閲覧と編集 

Exchange Serverへの接続 

リスト2：JDSの内容



が10倍になり、かつスケーラビリティ、

アベイラビリティ、マネージャビリティ、

セキュリティがそれぞれ向上します』と

いった御説明をし、併せてアップデー

トに伴うリスクが明確にすれば、多く

のユーザーは比較検討の上アップデー

トを決断されます。現状の問題点は、

ユーザー側のリスクが大きくなりすぎる

ことですね。移行で実現される価値よ

りもリスクのほうが大きい場合には、ア

ップデートに踏み切るユーザーはいま

せん」（増月氏）という話もあった。JES

では、企業でWebベースのシステム構

築を考える際に利用すると想定される

ミドルウェア製品を一通り含んでいる

ので、その中で互換性検証が行なわ

れているだけでもユーザー側の負担

は大幅に削減されるはずだ。もちろ

ん、JESでは他社製品との組み合わせ

利用を排除している訳ではなく、任意

のコンポーネントをサードパーティ製品

と入れ替えて使うこともできる。この場

合、「あらかじめ検証済み」というメリッ

トが失われる可能性もあるが、サンで

はより多くのソフトウェアベンダーと協力

体制を築き、互換性確保を行なってい

く計画になっている。

サンではこのところ、「システムベンダ

ー」という立場を改めて強調している。

「バラバラの部品ではなく、きちんと組み

上げられたシステムを提供する」という

ことだ。今回のSun Java Systemとい

う名称にも、当然その意図が込められ

ている。各コンポーネント単体の品質だ

けでなく、全体の品質を維持し、システ

きる可能性があるJavaでロジックを記

述し、データをXMLで持つという手法

は、今後の企業システムの基本だと考

えるべきだろう。

システムの更新に関しては、「ユーザ

ー側の要求としては、ビジネスの成長

に応じたスケーラビリティの確保、アベ

イラビリティの向上、TCO削減のため

の管理性の改善、全体のセキュリティ

の強化といった点が常にあり、そのた

めに必要に応じてシステムのアップデ

ートを考えているわけです。このとき、

たとえば『RDBMSを最新のバージョ

ンにアップデートすればパフォーマンス

ている場合には、互換性の問題は生じ

ないはずです。逆に、レガシーの技術

を使ってアプリケーションを作ってしま

った場合には、互換性問題の生じるリ

スクが高まります」と言う。

標準技術への準拠は、ソフトウェア

ベンダーに強く求められていることだ

が、現在ではユーザー側でTCO削減

を実現していく場合にもまた意識すべ

き重要な要素となっている。これは必

ずしもJES導入に限った話ではなく、ど

のようなインフラを使用していても、ま

たどのようなインフラに変更してもアプ

リケーションのポータビリティを確保で
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Sun Java Enterprise System Release 1 Release 2 Release 3 Release 4 Release 5 

ネットワークアイデンティティ・サービス      

Directory Server  ● ● ● ● ● 

Identity Server ● ● ● ● ● 

Directory Proxy Server  ● ● ● ● ● 

Meta-Directory Server       ● ● 

Web＆アプリケーション・サービス      

"Application Server, Platform Edition"  ● ● ● ● ● 

"Application Server, Standard Edition"  ● ● ● ● ● 

"Application Server, Enterprise Edition"     ● ● ● 

"Message Queue, Enterprise Edition"  ● ● ● ● ● 

Web Server  ● ● ● ● ● 

Active Server Pages      ● ● ● 

Integration Server         ● 

Web Proxy Server         ● 

コミュニケーション＆コラボレーション・サービス      

Messaging Server  ● ● ● ● ● 

Calendar Server  ● ● ● ● ● 

Instant Messaging  ● ● ● ● ● 

ポータル・サービス      

Portal Server  ● ● ● ● ● 

"Portal Server, Secure Remote Access"  ● ● ● ● ● 

"Portal Server, Mobile Access"    ● ● ● ● 

高可用性サービス      

Sun Cluster  ● ● ● ● ● 

OSサポート      

Solaris（SPARC版） ● ● ● ● ● 

Solaris（x86版） ● ● ● ● ● 

Trusted Solaris（SPARC版／x86版）     ● 

Linux    ● ● ● ● 

リスト5：JESのアップデート・ロードマップ



ムとして不整合なく動作することを保証

するのは、まさにこうした方向性に沿っ

たものだ。

ライセンスの単純化

JESのインパクトは、実は採用された

シンプルなライセンス体系による部分

が大きい。基本的なプランでは、シス

テムを利用するユーザーの数や、サー

バの台数といった要素は一切無関係

となり、JESを導入する企業の従業員

数でライセンス料が決定される。前述

の通り、基本的なプランでは、従業員

1人につき、年額1万1,000円である。つ

まり、従業員数が10人の企業で導入す

れば年額11万円。従業員数が1,000人

ならば1,100万円ということだ。単純に

見ると、大企業ほど損をする体系のよ

うにも見える。この疑問に対するサン

の基本的な見解は、「ある企業がシス

テムを作っている場合、基本的にはそ

のシステムは社員のためのモノだと考

えられます。PDAや携帯専用端末等

を利用してデータの入力や確認をする

といった利用も一般的になってきてい

るため、現在の企業の従業員の中で、

システムと全く無関係である／いっさ

い利用しない、という人はごくわずか

でしょう。コンピュータシステムがサー

バやPCといったハードウェアに制約さ

れることなく、あらゆる機器に組み込ま

れ、ネットワーク化されていく状況を考

えれば、むしろ情報にアクセスしない

人の存在は考えられない、というところ

までいくと思います。サンはJavaの普

及によってそうした“情報社会”の実現

に取り組んでいる企業ですから、なお

のこと、従業員数でライセンスをカウン

トするのは妥当な方法だと考えていま

す」（山本氏）と言う。

システムがサービス対象とするユー

ザーの数は全くカウントされないので、

その点からは、従業員数が相対的に

少なく、かつサービス対象ユーザー数

が多い企業は得になり、逆にサービス

対象ユーザー数が少ない一方で従業

員数が多い企業では割高になる、と考

えられる。たとえば、営業に携わる人

員が外部の代理店という形で独立して

いる保険業などでは、本社の従業員数

は少ないので得で、製造業など、多数

の工員を抱える企業は損になる、と考

えられる。この点についてのサンの見

解は、「Project Orionで導入した仕

組みは、基本的に全産業、全企業にメ

リットをもたらすものと考えています。

米国で何十社かをサンプルに確認して

みた結果では、業種によって効果に差

があるだろうという事前の予測にもか

かわらず、実際には特に差はないとい

う結果が得られています。電力会社か

ら製造業、小売業、SIなど、様々な企

業が含まれた実績に基づく判断です。

日本国内で得られた感触としても、業

種、人数に関わらずメリットが得られる

と感じています」（山本氏）と言う。

JESのライセンス契約で言う「従業員

数」とは、フルタイムで雇用されている、

いわゆる正社員のことだ。また、特例

として、子会社が親会社にサービスを

提供する場合には、従業員数として親

会社の従業員数を足すことになってい

る。ちなみに、親子関係を判断する場

合には、資本を50%以上保有している

かどうかが判断基準である。

つまり、単純な例として、企業のIT

部門を別会社として独立させた場合、

数名の従業員が親会社全体に対して

サービスを提供する形になるのだが、

この場合独立した子会社が単に形式

的に独立しているだけ、という場合に

は親会社と一体と見なす、という形に

なるわけだ。

しかし、先に保険業界と製造業を例

に挙げて従業員としてどこまでの範囲

を含めるかという点が業種や業界ごと

に異なっていることを示した。これに

対するサンの態度は明確である。

「従業員、という場合に、業種ごとに

慣習や雇用形態に違いがあります。単

純に比較すると、システムがサービス対

象とするユーザーの規模がほぼ同じ

なのに、一方は全部が正社員で、他方

は正社員数はごく一部で、他は契約社

員だという違いが生じることもあるでし

ょう。一見これは不公平に見えます

が、実は業種や業態が同じ場合は、ほ

ぼ規模に比例する料金となるはずで

す。つまり、業種・業態が異なる場合

は、システムがやっていることも異なる

と考えれば、そこに料金の違いが生じ

ても不合理とは言えないでしょう。同

じことを同じようにやっているにもかか

わらず料金の違いが生じるようだと問
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略的な価格設定がJESの真骨頂であ

ると言うこともできるだろう。

ユーティリティコンピューティン
グに向けた動きと
ライセンス問題

既存のエンタープライズ向けソフトウ

ェアのライセンス料がまちまちな基準に

基づいて設定されていたことには、そ

れなりの根拠がある。ごく単純化すれ

ば、「ソフトウェアごとに“使用量”を測

定するのに妥当だと考えられる基準を

採用した」と考えてよいだろう。つまり、

アプリケーションの実行を担うアプリ

ケーションサーバの場合は、「実行」に

関わるリソースとしてCPUを数えるこ

とが妥当と考えられ、一方でメールサ

ーバなどではサービスを受ける人数の

多寡が“使用量”の基準として妥当だ

と考えられた、という具合だ。いずれ

も根底にあるのは、「ソフトウェアの利

用量に応じて料金を支払うべき」とい

う暗黙の了解である。

この了解をサーバファームのレベル

に拡大し、かつ管理の負担を大幅に

減らしつつユーザーに提供しようとし

たのが、まさに「ユーティリティコンピュ

ーティング」の考え方である。電気やガ

ス、水道のように、ITリソースをユーザ

ーが必要とする分だけいくらでも供給

を受けられ、実際に利用した分だけ料

金を支払うような体系にする、という目

標に向かい、ベンダー各社が各様の取

り組みを進めていることは前号特集で

ージョンである「Sun Java System

Application Server Enterprise 7」

では、ライセンス料は1CPUあたり162

万円と発表されている。仮に従業員数

が100人の企業で、社内向け業務アプ

リケーションのプラットフォームとしてこ

のアプリケーションサーバを利用する

としよう。このとき、100人のユーザー

のアクセスに対応するには、シングル

CPUのサーバでは心許ないので、最

低限2CPUのシステムを使用すると想

定しよう。さらに、システムダウンのリス

クを避けるために2ノードのクラスタ構

成にすると考えると、合計で4CPUとな

るので、ライセンス料だけで648万円と

なる。それに加えてサポートコストなど

も考えると、1000万近い金額になって

も不思議はないだろう。一方で、JES

を導入すれば、アプリケーションサー

バのみでなく、ディレクトリサーバやメ

ールサーバ、Webサーバやポータルサ

ーバなど、多数のサーバソフトウェアの

ライセンスもすべてまとめて、従業員

100人に対して年額110万円ということ

になる。単純に金額を比較するだけで

も、JESのライセンス体系の方が明らか

に安価になるわけだ。つまり、既存の

ライセンス体系でソフトウェアを利用し

ていたユーザー企業に取ってみれば、

同じくらいの規模の他社の支払いがど

のくらいになるか、という問題以前に、

自社が支払う金額を大幅に安くできる

ということになる。従業員数に基づい

たライセンス設定が妥当かどうかという

議論を吹き飛ばしてしまいかねない戦

題ですが、そうはならないはずです」

（山本氏）。

この説明で納得できるかどうかはま

さにユーザー次第だが、実はもっと強

力な説得材料となるのが、ライセンス料

の設定額そのものである。

エンタープライズ向けのソフトウェア

は、CPU数やサーバ台数、ユーザー

数など、さまざまな基準を用いてライ

センス料を算定するようになっている。

基準がまちまちであること自体にも大

きな問題が含まれるのだが、それは後

述する。ここで注目するのは、ライセン

ス料の設定である。実は、エンタープ

ライズ向けのソフトウェアでは、算定

基準はまちまちであるものの、実はそ

の金額がデスクトップアプリケーショ

ンとは比較にならないほど高額である

という点では共通しているのである。

具体例として、11月19日にサンが発売

したアプリケーションサーバの最新バ

サン・マイクロシステムズ株式会社
プロダクト・マーケティング本部本部長

山本 恭典氏
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も紹介したとおりである。そして、ここ

でも問題になるのは“使用量”をどのよ

うな基準に基づいてどう測定するか、

という点である。

実は、JESのライセンス設定の特徴

は、「使用量の測定」を完全に放棄した

点にある。ユーティリティ・コンピューテ

ィングの目標を、電話回線のような従量

課金の実現とするならば、JESは従量

課金を超えて、一気にブロードバンドの

定額課金の世界に飛び込んでしまった

ようなものである。ユーティリティ・コン

ピューティングの実現が業界での大き

なテーマとして浮上しつつあるタイミン

グで一足飛びにそこまで進んでしまっ

て受け入れられるのだろうか？

この疑問に対してサンは、「IBM

MIPSやVAX MIPSといった過去の

指標の幻想に囚われている人が今で

もたくさんいるように思います。現在で

は、TPCやシステムスペック、各種の容

量なども基準として使われていますが、

いずれも明確ではなく、課金の基礎と

して使えるものにはなっていません。

サンはProject Orionを検討する過程

で様々な可能性を想定し、使用量を

正確に測定する手段が考えられない

以上、明確な基準として企業自体の基

礎データである従業員数を利用する

のが妥当だろうという結論に至ったの

です」（山本氏）という。

もちろん、ユーティリティ・コンピュー

ティングが考えているのはソフトウェア

のライセンスコストに限った話ではない

ので、サンが導入したJESのライセンス

体系がユーティリティ・コンピューティン

グ普及の妨げになるという心配は無用

だろう。しかし、サンが突出して飛び

込む形になった「定額課金」の世界が

ユーザーに受け入れられるかどうか、

業界各社がどう対応するかはまだはっ

きりとは見えていない。サンによれば、

多くのユーザー企業が好意的な反応

を返しているという。ユーザー企業に

とってはまずコスト削減が実現できる

という大きなメリットがあるため、特に

異論はないということになるのかもし

れない。しかしながら、長い目で見れ

ば、ユーザーだけが得をするという形

では結局は破綻するのは明らかで、ベ

ンダー側も適正な利益を得られるよう

でないと長くは続かない。サンはその

点ソフトウェアベンダーというわけでは

なく、あくまでもシステムベンダーを標

榜する企業である。ソフトウェアのライ

センス料が多少減少したとしても、結

果としてユーザー企業のシステム利用

が促進され、サーバハードウェアの出

荷が増えれば、ハードウェア＋システ

ム＋サポート／サービスという形での

「システム販売収入」は増えることにな

り、問題はないことになる。サンとして

は隅々までよく検討された見事なプラ

ンであり、ユーザーメリットも大きいよ

うに思われるが、ユーザーやIT業界

がどう反応するかを含め、長期的な視

点で得失を検討する必要がありそう

だ。

ただ、最後に付け加えるなら「年間

使用料」ベースのサブスクリプションラ

イセンスへの移行は、マイクロソフトやオラ

クルといったソフトウェア業界の主導的

企業も検討しているテーマだし、バー

ジョンアップのサイクルを固定化してユ

ーザーの負担を軽減するという動きも

また、マイクロソフトがパッチ／フィック

スのリリースの新方針として導入した

ばかりの手法である。つまり、導入タ

イミングが早いのは確かだが、あくまで

も先取りという形であり、方向性として

は今後一般的になっていく可能性が高

い方式であろうと予想できる。ユーザ

ー企業にとっても、IT関連のコスト削

減は重要なテーマだが、一方でITシ

ステムを最新の状態に維持することで

さらなる効率化と高機能化を同時に実

現していくことも考えざるを得ないはず

だ。コストを削減しつつ、システムの最

新アップデートを導入しやすくするJES

は、その点でも検討に値する取り組み

だと言える。

サン・マイクロシステムズ株式会社
プロダクト・マーケティング本部ソフトウェア製品事業部部長

増月 孝信氏
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ソフトウェア担当バイスプレジデント

アニール・ガードレ
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ユーザーは歓迎している

このようなライセンス体系にした意図

を教えてほしい。

顧客には、われわれが提示した内

容を理解してもらえるように努めてい

るが、非常によい感触を得ている。ま

た、パートナーにも説明したが、どこ

も強い興味を示し、各業界ごとにい

かに展開するか検討してもらってい

る。われわれがソフトウェアの新しい

ライセンス体系を発表したのは、ユー

ザーの声がその背景にある。つまり、

現在のソフトウェア業界のライセンス

方式が複雑すぎるという声だ。たとえ

ば、ディレクトリ･サーバはエントリ単

位、メール･ボックスはユーザー数、ア

プリケーション･サーバはCPU単位、

クラスタリングはノード単位でライセン

ス料が設定されている。ソフトウェア

のコストを算出するだけでも、大変な

手間がかかるため、もっとわかりやす

くしてほしいということだ。

顧客の要望を調べたところ、うまく

機能する優れた製品を提供してほし

い、もっと統合してほしい、複雑性を

緩和してほしい、それらを妥当な価格

で提供してほしいということだった。

この4つの要望をまとめると、今回発

表したライセンス体系になる。われわ

れは当初から、そのような要望すべて

に対応しようと取り組んできたわけで

はない。社内ではあるグループが統

合性の向上を担当し、別のグループ

米国サン･マイクロシステムズが今年9月（日本では10月）に発表した

Java Enterprise System（JES）のライセンス価格体系は、

従来のソフトウェア･ライセンスの考え方を根底から大きく変えた。

サンがなぜこのような一石を業界に投じたのか、

サンのソフトウェア担当バイスプレジデント、

アニール･ガードレ氏に、その意図と考え方について話を聞いた。

顧客ニーズに対応したライセンス体系

あらゆる企業にメリットをもたらす

i n t e r v i e w

Anil Gadre
Vice President, Software Marketing & Business Management
Sun Microsystems
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が品質改善を、また別のグループがラ

イセンス体系を考えるというように、個

別に対応していた。昨年になって、そ

れらを1つにまとめて顧客の要求に対

応することにしたわけだ。

なぜこの時期にライセンス体系を変

更したのか。

製品を出荷できる準備ができたこ

と以外に特別な意図はない。このプ

ロジェクトは、もともと2002年5月に組

織を再編し、ソフトウェア部門を設置

したことから始まっている。ジョナサ

ン･シュワルツを責任者にして、社内

の各部門に分散していた4,500人のソ

フトウェア･エンジニアを1カ所に集め

た。そして、ソフトウェアをどのように

販売／提供していくかを検討するにあ

たって、顧客の要望や意見を取り入れ

た。これがプロジェクト・オライオン

で、われわれは、ソフトウェアの提供

をできるだけ簡素化することに注力し

てきた。それまでは250種類以上のソ

フトウェアが個別の製品として提供さ

れていたが、それが統合化されてプ

ラットフォームとして提供できるように

なったのが、この時期だということだ。

JESは米国では今年11月から、日本で

は12月から正式に出荷開始する。

また、JESでは従来と異なるマーケ

ティング戦略で展開した。製品の発表

は、通常なら実際に出荷準備ができ

てから行なうが、JESとJava Desktop

System（JDS）については、プロジェ

クトの段階で1年以上も前から発表し

てきた。それだけ早期から話をしてき

たことで、顧客の意見や要望をフィー

ドバックすることができ、それをライ

センス体系や価格設定に反映できた。

あらゆる業種で検証した

このライセンス方式では、従業員が少

なくて対象顧客が多い業態にメリット

が多い。

そのとおりだ。極端に言えば、従業

員が1人しかいない会社は年間100ド

ル（日本では1万1,000円）で済む。50人

の会社なら年間55万円だ。われわれ

としては、できるだけ多くのビジネス･

チャンスをパートナーに提供したいと

いうことで、これまではPCでWindows

を使っていた小規模な会社でも導入

してもらえるようになる。PCサーバよ

りも安価な低価格サーバを発表した

理由とも関わってくるが、サンとその

パートナーにとっては、新しい市場に

参入できることになる。

同時に、大企業にとっても大きなメ

リットを提供できる。なかでも、従業

員が少なくて、数百万人規模の顧客や

ユーザーを抱えているようなサービ

ス･プロバイダーには、魅力的な価格

設定だ。中小規模の会社だけでなく、

従業員が10万人規模の大企業でも、

その分だけ数多くの顧客を抱えてい

るわけだから、当然メリットはある。

テレコム分野のサービス･プロバイダ

ーをターゲットにしているのか。

そうではない。確かにテレコム分野

のサービス･プロバイダーは、ほかの業

界よりも大きなメリットを得られると思

うが、同様にメリットを享受できる業界

や企業はほかにもある。視点を変えて

考えてもらえばわかると思うが、現在の

企業はどのような業界であっても、サー

ビス･プロバイダー化していると言え

る。たとえば、銀行は数百万もの顧客

を抱えているが、オンライン･バンキン

グを提供するためのポータル･サイトを

用意すれば、バンキング･サービスを提

供しているサービス･プロバイダーと言

うことができる。医療や保険業界も同

様で、顧客に対してサービスを提供す

るという視点で考えると、どの企業もサ

ービス･プロバイダーだ。

また、どのような産業や業界でもチ

ャネル･パートナーや顧客がいるので、

ディレクトリ･サーバやアイデンティテ

ィ･サーバ、認証サーバ、パーソナル

化されたコンテンツ配信などが必要に

なってくる。われわれは、それを実現

できるプラットフォームを提供している

わけだ。確かに、ある特定の業界が

 個別に購入する場合 Java Enterprise Systemを購入した場合 

Java Enterprise System 100ドル／従業員／年間 － 

Java Desktop System  100ドル／デスクトップ／年間 50ドル／従業員／年間 

Java Studio  1,895ドル／開発者／年間 5ドル／従業員／年間 

Sun Java Systemのライセンス体系（米国での価格）
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他の業界よりもメリットが明瞭に出る

場合はあるが、さまざまな調査を行な

った結果、効果はより広範な産業に及

ぶと見ている。

製造業では、一般消費者を顧客とし

ていない会社も多いが、そのような企

業でもメリットがあるのか。

ポータル･サイトを持っていない製造

業の会社で、このモデルが有効かどう

か検証したが、なかにはミドルウェア

に年間1,000万ドルもの投資をしてい

るケースもあった。たとえば、米国の

あるスーパーマーケットは、従業員数

は20万人だが、実際にオフィスで業務

しているのは1万5,000人程度で、あと

は売場や店舗で商品を管理したり、販

売している。そのような会社でも、従

業員向けのポータル･システムやeメー

ル･システムを構築する場合は、個人

用のアドレスやIDの発行などにディレ

クトリ･サーバやIDサーバが必要にな

るが、試算したところ、他社製品より

もJESを購入した方が大幅なコスト削

減ができるという結果になった。

その会社は、当初はサンの提案に

対して業態にそぐわないと言っていた

が、試算した結果、コストを大きく削

減できることがわかったのでJESを導

入した。同様に、金融や小売、電気通

信、製造、政府･官公庁など広範な業

界分野で検証してみたが、どこもうま

くいっている。

また、この価格体系を調査する際

に、JESに含まれるソフトウェア・コン

ポーネントのうち、いくつ使えばコス

トを削減できるかも分析した。その結

果、すべてを使う必要はなく、2～3本

のコンポーネント、たとえばディレクト

リ･サーバとポータル･サーバを使うだ

けでも、他社製品を購入するよりもコ

スト削減に大きく貢献できることがわ

かった。われわれが発表したライセン

ス体系と価格設定は、企業の規模や

業態、実際に使う必要のある製品の

数などを含めてさまざまに調査し、検

討した結果だ。

ユーザーを
信頼した結果の体系だ

このライセンス体系は、サービス･プ

ロバイダー的なビジネス･モデルを推

進する。その結果、アウトソーシング

を促進することにならないか。

そうはならないと思う。われわれの

ライセンス体系や価格体系が、企業の

ビジネス･モデルや組織を変更するほ

ど、ユーザーにインパクトを与えると

は考えていない。組織体制を変更す

るような企業があるとしても、わずか

だろう。そこまでの影響力があるとし

たら、逆にうれしい驚きだ。企業の組

織は、ビジネスを遂行するために必要

な組織体制として作られているわけ

だから、たとえば、1,000人の従業員の

会社が外注先として外部に1万人の別

会社を設立して、ライセンス料金を抑

えるということはほとんどないだろう。

われわれは現行のシステム環境を破

壊するために、今回のライセンス体系

を発表したのではない。また、競合他

社と比較した場合のコスト削減幅が

非常に大きいので、そこまでの手段を

講じる必要はないと思う。

さらに、このライセンス体系を適用

する際に調査した結果、ユーザーは

自分たちがソフトウェア・ベンダーか

ら信用されていないということに、最

も大きな不満を持っていた。つまり、

ライセンス契約が守られているかどう

かを監査したり、使い方を調べたりす

るわけだ。われわれは、このライセン

ス体系を適用するときに、まずユーザ

ーを信頼するという点から出発した。

JESのライセンス契約では、監査もチ

ェックも不要だ。

大学がライセンスする場合、従業員

に相当するのは職員だけか、教授や

学生なども含むのか。

大学などの教育機関向けには別の

ライセンス体系を適用する。ただし、

教育や研究目的で使用する場合は無

償、というのはこれまでと同様だ。日
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本でも今年8月に、90種類以上のソフ

トウェアを無償で使える「サン・エデュ

ソフト・ポートフォリオ（Sun EduSoft

Portfolio）」というプログラムを発表し

ている。JESのライセンス料が発生す

るのは、大学の運営に関わる業務、た

とえば図書館システムや学生登録シス

テムの運用、学生向けポータル･サイ

トなどで使用する場合で、施設内の職

員1人につき年間50ドルの価格で提供

する。また、ソフトウェア･ベンダーが

ライセンスする場合も、別のライセン

ス体系を適用する。たとえば、JESと

自社のアプリケーションを組み合わせ

てエンドユーザーに提供しようという

場合などだ。現在、最終段階のツメを

行なっているところで、まもなく発表で

きるだろう。

Java Studioのライセンス料は1シー

トあたりと表記されているが、これは

開発者と考えてよいのか。

ライセンス方式には2つの選択肢が

ある。Java Studioを単体として購入

する場合のライセンス価格は、開発者

1人につき年間1,895ドルになる。また、

JESを購入してさらにJava Studioも

全従業員向けに購入する場合は、従

業員1人につき5ドルのライセンス価格

が適用される。Java Desktop System

も同様で、単体であれば1デスクトップ

につき年間100ドル、JESと共に購入す

る場合は従業員1人につき年間50ドル

だ。全社的に導入しようという場合と、

個々に導入する場合を選択してもらえ

るようにしている。この考え方は全世

界共通で、これら以外のプラットフォー

ムについては、今後半年以内に価格体

系が発表される計画だ。

サンがやらなければ
他社がやっている

今回のサンの戦略は、ミドルウェアを

単独で提供するパートナーのビジネ

スを圧迫するのではないか。

われわれが目標としているのは、

IBMやマイクロソフトのようなベンダー

からいかにシェアを奪うことができる

かということだ。パートナーである

BEAやオラクルではない。

たとえば、BEAなどはサンの製品

を補完するような品揃えで展開してい

るし、サンと重複する部分があるとし

ても、付加価値を付けて提供する必

要があることを理解している。その意

味では、パートナーと正面から競合す

ることはないだろう。彼らはサンの考

え方もよく知っているので、新しい価

値を付加する方向で展開していくだ

ろう。

ユーザーがそのようなベンダーに対

して、サンと同様のライセンス体系を

要求する場合もあるのではないか。

確かにそのような動きはあると思う

が、そのようなプレッシャーは今回が

始めてではない。たとえば、サンは昨

年7月にアプリケーション･サーバのラ

イセンスを無償にした。HP-UXや

Linux、Windows、Solaris上で動くア

プリケーション･サーバを、バージョン

7.0から無償にしたわけだ。つまり、サ

ンと重複する分野の製品を提供して

いるパートナーは、JESが発表される

前からそのようなプレッシャーに晒さ

れているわけで、今回のJESが彼らの

ビジネスの障害になるとは思わない。

アプリケーション･サーバについては、

むしろコモディティ化していることの

方が問題だろう。

パートナーとの関係性は維持できると

いうことか。

そうだ。われわれがこのような新し

いライセンス体系を導入していなけれ

ば、まったく同じとは言わないが、他

社がやっているだろう。これまで、ソ

フトウェア業界ではライセンス方式や

価格体系が個々に設定されてきた。

この問題は以前からも指摘されてい

たので、新しい方法を提唱する会社

が必ず出てきたはずだ。ユーザーも

コスト削減を要求し、同時に品質と統

合性の向上を求めている。そのような

状況では、サンがやらなくても、他社


